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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回　　　　　　　　次
第61期
第２四半期
連結累計期間

第62期
第２四半期
連結累計期間

第61期

会　　計　　期　　間
自平成25年４月１日
至平成25年９月30日

自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 14,039 14,196 32,099

経常利益 （百万円） 811 953 2,370

四半期（当期）純利益 （百万円） 503 590 1,570

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,176 506 2,840

純資産額 （百万円） 31,445 33,078 32,811

総資産額 （百万円） 39,999 42,113 43,031

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 21.65 25.38 67.52

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額 （円）
－ － －

自己資本比率 （％） 78.0 77.9 75.6

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 585 1,097 838

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 96 △321 △1,266

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △273 △309 △452

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高 （百万円）
13,976 13,209 12,853

 

回　　　　　　　　次
第61期
第２四半期
連結会計期間

第62期
第２四半期
連結会計期間

会　　計　　期　　間
自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 　（円） 27.92 30.07

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、消費税増税前の駆け込み需要の反動から緩やかに持ち直し、米国経

済の拡大や円安を背景とした企業の競争力向上などにより回復基調が継続いたしましたが、欧州経済の減速や中東の

地政学リスクなど世界経済への影響が懸念される状況となりました。

当社の主要顧客におきましては、自動車関連メーカーでは積極的な投資が継続するとともに、その他のメーカー

でも投資意欲の改善が見られました。

こうした中、当社は、米国をはじめ中国・東南アジアにおいて営業活動を強化するとともに、エコカーを中心と

するグリーンテクノロジー市場において受注拡大に努めてまいりました。

こうした結果、当第２四半期連結累計期間の経営成績につきましては、前年同四半期連結累計期間比で受注高は

12.0％増加し17,418百万円、売上高は1.1％増加し14,196百万円となりました。利益面につきましては、営業利益は

23.1％増加し837百万円、四半期純利益は17.2％増加し590百万円となりました。

 
前第２四半期連結累計期間
（第61期）（百万円）

当第２四半期連結累計期間
（第62期）（百万円）

増減率（％）

受注高 15,551 17,418 12.0

売上高 14,039 14,196 1.1

営業利益 680 837 23.1

経常利益 811 953 17.5

四半期純利益 503 590 17.2

 

　セグメント別の業績

　　当第２四半期連結累計期間のセグメント別業績

 
受注高

（百万円）

売上高

（百万円）

営業利益又は

営業損失（△）

（百万円）

装 置 事 業 14,004 11,166 698

サ ー ビ ス 事 業 2,860 2,594 186

そ の 他 事 業 678 553 △47

連 結 消 去 △124 △118 0

計 17,418 14,196 837

 

＜装置事業＞

　環境試験器につきましては、国内市場では投資意欲の改善が見られ、汎用性の高い標準製品が好調に推移いたしま

した。海外市場では、中国や欧州への輸出および米国子会社の売上高が前年同四半期連結累計期間比で増加いたしま

した。こうした結果、環境試験器全体では受注高・売上高ともに前年同四半期連結累計期間比で増加いたしました。

　エナジーデバイス装置につきましては、車載用二次電池の充放電評価装置の受注を獲得するとともに、パワー半導

体の評価装置が堅調に推移し、受注高・売上高ともに前年同四半期連結累計期間比で増加いたしました。

　半導体関連装置につきましては、特定の半導体メーカーや自動車関連メーカーからの受注があり、受注高は前年同

四半期連結累計期間並みとなりましたが、売上高は好調であった前年同四半期連結累計期間比で減少いたしました。

　FPD関連装置につきましては、採算面を重視して選別受注を行っておりますが、当第２四半期連結累計期間は大型

案件が少なく、受注高・売上高ともに前年同四半期連結累計期間比で減少いたしました。
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　こうした結果、装置事業全体では、前年同四半期連結累計期間比で受注高は10.4％増加し14,004百万円となり、売

上高は1.4％減少し11,166百万円となりました。利益面につきましては、売上構成の変化などにより前年同四半期連

結累計期間比で21.5％増加し698百万円となりました。

 
前第２四半期連結累計期間
（第61期）（百万円）

当第２四半期連結累計期間
（第62期）（百万円）

増減率（％）

受注高 12,682 14,004 10.4

売上高 11,320 11,166 △1.4

営業利益 575 698 21.5

 

＜サービス事業＞

　アフターサービス・エンジニアリングにつきましては、顧客の経費抑制傾向が緩和され、受注高・売上高ともに前

年同四半期連結累計期間比で増加いたしました。

　受託試験・レンタルにつきましては、自動車市場において主力のテストコンサルティングが好調に推移し、受注

高・売上高ともに前年同四半期連結累計期間比で増加いたしました。

　こうした結果、サービス事業全体では、前年同四半期連結累計期間比で受注高は14.7％増加し2,860百万円、売上

高は12.5％増加し2,594百万円となりました。営業利益につきましては、前年同四半期連結累計期間比で5.0％増加の

186百万円となりました。

 
前第２四半期連結累計期間
（第61期）（百万円）

当第２四半期連結累計期間
（第62期）（百万円）

増減率（％）

受注高 2,493 2,860 14.7

売上高 2,306 2,594 12.5

営業利益 177 186 5.0

 

＜その他事業＞

環境エンジニアリングの森づくりや植物工場事業が堅調に推移し、前年同四半期連結累計期間比で受注高は

46.0％増加し678百万円となり、売上高は11.3％増加し553百万円となりました。利益面につきましては、前年同四

半期連結累計期間比で改善したものの47百万円の営業損失となりました。

 
前第２四半期連結累計期間
（第61期）（百万円）

当第２四半期連結累計期間
（第62期）（百万円）

増減率（％）

受注高 464 678 46.0

売上高 496 553 11.3

営業損失（△） △72 △47 －

 

※　当社グループにおいては、お客さまの予算執行の関係により、契約上の納期が第２・第４四半期連結会計期間に

集中する傾向が強いため、四半期別の売上高をベースとする当社グループの業績には著しい季節的変動があります。

 

 

　(2) 財政状態の状況及びキャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は42,113百万円で、前連結会計年度末と比べ917百万円の減少となり

ました。その主な要因は、現金及び預金の増加220百万円、受取手形及び売掛金の減少2,443百万円、仕掛品等のたな

卸資産の増加653百万円、固定資産の増加517百万円などによるものであります。また、負債は9,035百万円で前連結

会計年度末と比べ1,184百万円の減少となりました。その主な要因は、支払手形及び買掛金の減少868百万円、未払法

人税等の減少215百万円などによるものであります。純資産は33,078百万円で前連結会計年度末と比べ266百万円の増

加となり、その主な要因は利益剰余金の増加350百万円、その他有価証券評価差額金の増加199百万円、為替換算調整

勘定の減少291百万円などによるものであります。

　当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動によるキャッシュ・フ

ローは、1,097百万円の資金の増加（前年同四半期連結累計期間は585百万円の資金の増加）となりました。その主な

要因は、売上債権の減少2,341百万円、たな卸資産の増加866百万円、法人税等の支払544百万円などによるものであ

ります。
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　投資活動によるキャッシュ・フローは、321百万円の資金の減少（前年同四半期連結累計期間は96百万円の資金の

増加）となりました。その主な要因は、有形及び無形固定資産の取得による支出373百万円などによるものでありま

す。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、309百万円の資金の減少（前年同四半期連結累計期間は273百万円の資金の

減少）となりました。その主な要因は、配当金の支払額301百万円などによるものであります。

　これらの結果により現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残高は13,209百万円となり、前連結会計年

度末と比べ356百万円の増加となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題、重要な変更はございま

せんが、第73期（平成37年度）に、連結収益目標、売上高600億円以上、営業利益60億円以上、営業利益率10％以上

を目指す事業ビジョン「ESPEC VISION 2025」を策定いたしました。ビジョン実現に向けて４ヶ年ごとの中期経営計

画（StageⅠ～Ⅲ）を策定し、目標達成に向けて取り組んでまいります。StageⅠである第62期（平成26年度）から

第65期（平成29年度）までのエスペック中期経営計画「プログレッシブ プラン2017」では、第65期に連結収益目

標、売上高400億円以上、営業利益40億円以上、営業利益率10％以上を目指してまいります。また、株主還元の強化

の取り組みとして、第65期までに配当性向40％を目指してまいります。

 

エスペック中期経営計画「プログレッシブ プラン2017」の成長のための３つの方向性は以下のとおりであります。

 

　①グループ連携の強化による成長する国・地域での売上拡大

　開発・製造拠点のシフトが進むASEAN諸国において、サービス拠点や受託試験所を新設し、顧客対応力を強化す

るとともに販売拠点の充実により売上拡大を図ってまいります。中国市場では、新生産子会社「愛斯佩克試験儀器

（広東）有限公司」の生産能力の増強と販売拡大に取り組んでまいります。また、トルコ、インドなど新興国での

販売拡大を図ってまいります。

 

　②成長・戦略市場をターゲットとした事業領域の拡大

　車載用二次電池を中心とするエナジーデバイス市場において、製品ラインナップと受託試験サービスを拡充して

まいります。ライフ市場では、医薬品向け製品・サービスの充実を図るとともに、食品・化粧品分野への展開や医

療機器の試験分野への取り組みを進めてまいります。また、航空宇宙分野など新しい領域の開拓にも努めてまいり

ます。

 

　③国内環境試験事業の勝ち残り

　ネットワークサービスなど当社独自のサービスや標準製品のモデルチェンジ・機種拡大により競争力を強化して

まいります。また、先端技術開発のニーズによりスピーディに対応するため、カスタム製品のモジュール標準化を

推進するとともに他社との協業に取り組み、対応範囲をさらに拡大してまいります。

 

なお、当期の連結収益目標・基本方針と重点戦略の進捗については、以下のとおりであります。

 

＜連結収益目標＞

　売上高：330億円　　営業利益：23億円　（営業利益率7.0％）

 

＜基本方針＞

　①“よりスピーディ”に、“よりダイナミック”に成長戦略を推進する

　②国内市場で勝ち残るために“事業範囲の拡大”と“効率化”を図る

 

＜主な重点戦略＞

　①グループ連携の強化によるアジア・中国市場の開拓と攻略

　当第２四半期連結累計期間においては、中国市場において環境試験器の輸出が増加するとともに、中国子会社の

販売も堅調に推移いたしました。ASEAN市場では、二次電池の充放電評価装置の受注があり、売上高は前年同四半期

連結累計期間比で増加いたしました。また、「愛斯佩克試験儀器（広東）有限公司」では、量産体制を整備し、出

荷を開始いたしました。
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　②グリーンテクノロジー市場に加え、ライフ市場への本格参入による事業領域の拡大

　当第２四半期連結累計期間においては、グリーンテクノロジー市場では、車載用二次電池の分野を中心に市場開

拓に取り組み、充放電評価装置の受注を獲得するとともに、製品ラインナップの拡充に向けて準備を進めてまいり

ました。また、車載用パワー半導体の分野において営業活動を強化し、評価装置の販売や受託試験が好調に推移い

たしました。ライフ市場（医薬品・化粧品・食品）では、医薬品の安定性試験において、国際規格に適合した新し

い安定性試験器／試験室を発売し、引合が増加いたしました。

 

　③国内環境試験事業の勝ち残り

　当第２四半期連結累計期間においては、自動車市場を中心にカスタム製品の販売拡大に努め、受注高は堅調に推

移いたしましたが、売上高は好調であった前年同四半期連結累計期間の水準には及びませんでした。一方で、汎用

性の高い標準製品は、モデルチェンジが完了した主力３製品を中心に販売拡大に取り組み、好調に推移いたしまし

た。また、7月には標準製品において、新たに２製品のモデルチェンジを行いました。

 

　なお、当社は「財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 

①基本方針の概要

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念、企業価値のさまざまな源泉、当社

を支えるステークホルダー（利害関係者）との信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主のみなさまの

共同の利益を中長期的に確保・向上させる者でなければならないと考えております。

　また、当社は当社株式の大量買付であっても、当社の企業価値ひいては株主のみなさまの共同の利益に資するもの

であればこれを否定するものではありません。

　しかしながら、事前に取締役会の賛同を得ずに行われる株式の大量買付の中には、対象会社の企業価値ひいては株

主のみなさまの共同の利益を毀損するおそれをもたらすものも想定されます。

　当社は、このような当社の企業価値や株主のみなさまの共同の利益に資さない大量買付を行う者が、当社の財務お

よび事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な

対抗措置を講じることにより、当社の企業価値ひいては株主のみなさまの共同の利益を確保する必要があると考えて

おります。

 

②基本方針の実現に資する取り組みの概要

(ⅰ)企業価値の源泉

　当社は「環境創造技術をかなめに展開するサービス」による「より確かな生環境の提供」をミッションとし、

自らの手で次代を切り開く「プログレッシブ（進取的）」な精神のもと、いち早く環境試験の必要性を認識し、

昭和36年に国内初となる環境試験器を開発するなど積極的に事業を展開してまいりました。

　当社の企業価値の源泉は、独自の企業文化と当社成長を支える優秀な社員、国内外のお客さま、お取引先と構

築した信頼関係をベースとして長年培ってきた高い技術・ノウハウや、世界に拡がる生産・販売・サービスネッ

トワーク、国際レベルの品質保証体制であり、それらにより「エスペック」ブランドは全世界のお客さまから高

い信頼を得て、確固たる地位を確立しております。

　また、当社のコアコンピタンスである「環境創造技術」をベースに、エナジーデバイス装置や植物工場などの

新たな市場に事業を展開し、安定的かつ持続的な企業価値ひいては株主のみなさまの共同の利益の確保・向上に

向けて、積極的に企業活動を推進しております。

 

(ⅱ)企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に向けた取り組み

　当社は、企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に向けて、３年を単位とする中期経営計画を作成し、

中期的な事業の方向性を明らかにするとともに、年度単位の経営計画と重点施策に展開することで、より具体的

な計画の推進と進捗管理を行っております。

　また、当社は、株主のみなさまへの利益還元を経営の重要課題の一つと認識するとともに、永続的な企業価値

の向上が株主のみなさまの共同の利益の確保・向上の基本であると考えております。

　配当金は、継続性と配当性向を勘案して決定し、内部留保金につきましては、将来の利益の源泉となる新製品

開発や事業戦略への投資に活用することを基本方針としております。

 

(ⅲ)コーポレート・ガバナンス（企業統治）の強化

　当社は、社外取締役を平成17年６月から導入しており、現在も取締役７名のうち、１名が社外取締役でありま

す。社外取締役は平成26年３月期に13回開催された取締役会のすべてに出席し、活発な意見交換を行い適正な業

務執行が行われるよう監視・監督を行っております。また、取締役の任期は１年とし、経営責任の明確化を図る

とともに、業績連動型の報酬制度をとっております。
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　監査役は、４名のうち２名が社外監査役であり、平成26年３月期においては、13回開催された取締役会のすべ

てに監査役全員が出席し、業務運営の客観性と適正性および透明性の確保に努めております。

　また、意思決定および業務執行が、法令・定款・社内規定を遵守し適正に行われるために必要な体制・制度を

整備し、その運営状況のチェックと自浄機能が作用する社内システムの維持・構築を内部統制の基本理念として

おります。

 

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止する取り組み

の概要

　当社は基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止する取

り組みとして「当社株式の大量買付行為への対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます）を導入してお

ります。

　本プランでは、当社株式に対し20％以上の大量買付行為（あらかじめ当社取締役会が同意したものを除きます。ま

た、市場取引、公開買付等の具体的な買付方法の如何を問わないものとします）を行おうとする者（以下「大量買付

者」といいます）が大量買付行為実施前に遵守すべき、大量買付行為に関する合理的なルール（以下「大量買付ルー

ル」といいます）を定めております。大量買付ルールは、当社株主のみなさまが大量買付行為に応じるか否かを判断

するために必要な情報や、当社取締役会の意見を提供し、更には当社株主のみなさまが当社取締役会の代替案の提示

を受ける機会を確保することを目的としております。当社取締役会は、大量買付者に対し、大量買付行為に関する必

要かつ十分な情報を当社取締役会に提供することを要請し、当該情報の提供完了後、大量買付行為の評価検討のため

の期間を設定し、当社取締役会としての意見形成や必要に応じて代替案の策定を行い、公表することとします。従い

まして、大量買付行為は、取締役会の評価検討の期間の経過後にのみ開始されるものとします。大量買付者が、大量

買付ルールを遵守した場合は、当社取締役会は、当該大量買付行為が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著

しく毀損することが明白と判断される場合を除き、対抗措置を講じません。ただし、大量買付者が、大量買付ルール

を遵守しなかった場合、遵守しても大量買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

守ることを目的として、対抗措置を講じることがあります。このように、対抗措置を講じる場合には、その判断の合

理性および公正性を担保するために、当社取締役会は対抗措置を発動するか否かの判断に際して、独立委員会の勧告

を最大限尊重するものとします。

　本プランは、平成26年６月25日開催の当社定時株主総会において株主のみなさまのご承認を賜り継続しており、そ

の有効期限は当該総会後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終了の時までとなっ

ております。

 

④本プランの合理性の概要

　本プランは、大量買付行為が行われる際に、株主のみなさまが判断し、あるいは取締役会が代替案を提案するため

に必要十分な情報や時間を確保するなど、当社の企業価値ひいては株主のみなさまの共同の利益を確保するための取

り組みであり基本方針に沿うものであります。

　また、（ア）買収防衛策に関する指針において定める三原則を完全に充足していること（イ）株主のみなさまの意

思の重視と情報開示（ウ）独立性の高い社外者の判断の重視（エ）対抗措置発動に際し、合理的な客観的要件を設定

していること（オ）デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないことなど、当社の企業価値ひい

ては株主のみなさまの共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えておりま

す。

本プランの詳細につきましては以下の当社ホームページ

（http://www.espec.co.jp/corporate/newsrelease/140514/140514_2.pdf）に掲載しております。

 

　(4）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、585百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成26年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,781,394 23,781,394
東京証券取引所

(市場第一部)
１単元の株式数：100株

計 23,781,394 23,781,394 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
－ 23,781,394 － 6,895 － 7,136
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

エスペック取引先持株会 大阪市北区天神橋３丁目５番６号 1,926 8.09

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,372 5.77

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 878 3.69

エスペック従業員持株会 大阪市北区天神橋３丁目５番６号 836 3.51

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

日本生命証券管理部内
790 3.32

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 513 2.15

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO

（常任代理人　シティバンク銀行株式会社）

388 GREENWICH STREET,NY,NY 10013,USA

（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）
510 2.14

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY

505041

（常任代理人　香港上海銀行東京支店

カストディ業務部）

12 NICHOLAS LANE LONDON EC4N 7BN

U.K.

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

488 2.05

株式会社立花エレテック 大阪市西区西本町１丁目13番25号 419 1.76

BBH BOSTON FOR NOMURA JAPAN SMALLER

CAPITALIZATION FUND 620065

（常任代理人 株式会社みずほ銀行

決済営業部）

180 MAIDEN LANE,NEW YORK,NEW YORK

10038 U.S.A.

（東京都中央区月島４丁目16番13号）

311 1.31

計 － 8,047 33.83

（注）１　　　上記のほか、自己株式が521千株あります。

     ２　　　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

1,372千株

878千株
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　 521,800
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　23,238,000 　　　　　　　232,380 －

単元未満株式 普通株式　　　21,594 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 　　　　　 23,781,394 － －

総株主の議決権 － 　　　　　　　232,380 －

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式15株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

エスペック株式会社
大阪市北区天神橋３丁目５番６号 521,800 ― 521,800 2.19

計 － 521,800 ― 521,800 2.19

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,954 9,174

受取手形及び売掛金 12,868 10,424

有価証券 4,401 4,401

商品及び製品 340 582

仕掛品 952 1,326

原材料及び貯蔵品 1,226 1,263

その他 1,767 1,899

貸倒引当金 △7 △5

流動資産合計 30,503 29,067

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,186 3,250

土地 4,424 4,420

その他（純額） 1,646 1,688

有形固定資産合計 9,257 9,359

無形固定資産 246 288

投資その他の資産 ※１ 3,022 ※１ 3,397

固定資産合計 12,527 13,045

資産合計 43,031 42,113

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,104 4,236

未払法人税等 545 330

賞与引当金 360 357

役員賞与引当金 6 -

製品保証引当金 216 191

その他 2,264 2,144

流動負債合計 8,497 7,260

固定負債   

役員退職慰労引当金 19 12

退職給付に係る負債 96 40

資産除去債務 51 52

その他 1,554 1,668

固定負債合計 1,721 1,774

負債合計 10,219 9,035
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,895 6,895

資本剰余金 7,172 7,172

利益剰余金 18,838 19,189

自己株式 △360 △360

株主資本合計 32,546 32,897

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 813 1,012

土地再評価差額金 △743 △743

為替換算調整勘定 33 △258

退職給付に係る調整累計額 △97 △87

その他の包括利益累計額合計 5 △76

少数株主持分 258 256

純資産合計 32,811 33,078

負債純資産合計 43,031 42,113
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 14,039 14,196

売上原価 9,250 8,981

売上総利益 4,788 5,215

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 1,212 1,239

賞与引当金繰入額 107 106

製品保証引当金繰入額 81 79

貸倒引当金繰入額 0 -

役員賞与引当金繰入額 1 -

その他 2,703 2,951

販売費及び一般管理費合計 4,108 4,377

営業利益 680 837

営業外収益   

受取利息 15 20

受取配当金 34 34

為替差益 51 35

その他 37 33

営業外収益合計 138 122

営業外費用   

支払利息 0 0

支払手数料 4 4

その他 2 1

営業外費用合計 8 7

経常利益 811 953

特別利益   

固定資産売却益 0 1

投資有価証券売却益 1 －

特別利益合計 2 1

特別損失   

固定資産除却損 2 0

その他 － 0

特別損失合計 2 0

税金等調整前四半期純利益 811 954

法人税、住民税及び事業税 282 350

少数株主損益調整前四半期純利益 528 604

少数株主利益 25 13

四半期純利益 503 590
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 528 604

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 193 199

為替換算調整勘定 454 △307

退職給付に係る調整額 － 10

その他の包括利益合計 647 △97

四半期包括利益 1,176 506

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,120 508

少数株主に係る四半期包括利益 56 △2
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 811 954

減価償却費 272 305

売上債権の増減額（△は増加） 1,592 2,341

たな卸資産の増減額（△は増加） △485 △866

仕入債務の増減額（△は減少） △887 △812

その他 △604 △347

小計 698 1,574

利息及び配当金の受取額 49 67

利息の支払額 △0 △0

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △162 △544

営業活動によるキャッシュ・フロー 585 1,097

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） － 116

信託受益権の純増減額（△は増加） 185 3

有形及び無形固定資産の取得による支出 △97 △373

有形及び無形固定資産の売却による収入 1 3

投資有価証券の取得による支出 △1 △71

その他 7 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 96 △321

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △184 △301

その他 △88 △8

財務活動によるキャッシュ・フロー △273 △309

現金及び現金同等物に係る換算差額 299 △109

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 708 356

現金及び現金同等物の期首残高 13,268 12,853

現金及び現金同等物の四半期末残高 13,976 13,209
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

前連結会計年度より重要な変更はありません。

 

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

前連結会計年度より重要な変更はありません。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法につい

ても従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間および支払見込期

間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に

加減しております。

　なお、当第２四半期連結累計期間の連結財務諸表に与える影響額は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費

用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

投資その他の資産 37百万円 33百万円

 

　２　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

受取手形割引高 －百万円 24百万円

受取手形裏書譲渡高 21 6

 

　３　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行とコミットメントライン契約を締結し

ております。

　コミットメントラインに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

コミットメントラインの総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 3,000 3,000
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

　当社グループにおいては、契約上の納期が第２および第４四半期連結会計期間に集中する傾向があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 9,579百万円 9,174百万円

有価証券勘定 4,401 4,401

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △4 △366

現金及び現金同等物四半期末残高 13,976 13,209

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日

定時株主総会
普通株式 186 8 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月11日

取締役会
普通株式 162 7 平成25年９月30日 平成25年12月３日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日

定時株主総会
普通株式 302 13 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月13日

取締役会
普通株式 162 7 平成26年９月30日 平成26年12月３日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ 装置事業

サービス
事業

その他事業

売上高       

外部顧客への売上高 11,320 2,230 488 14,039 － 14,039

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 75 8 84 △84 －

計 11,320 2,306 496 14,123 △84 14,039

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
575 177 △72 680 0 680

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ 装置事業

サービス
事業

その他事業

売上高       

外部顧客への売上高 11,158 2,485 552 14,196 － 14,196

セグメント間の内部売上高
又は振替高

8 108 0 118 △118 －

計 11,166 2,594 553 14,314 △118 14,196

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
698 186 △47 837 0 837

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成26年９月30日）

四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額および前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との差額に

重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成26年９月30日）

その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日

に比べて著しい変動が認められるものはありません。

 

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成26年９月30日）

デリバティブ取引については、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べ

て著しい変動が認められるものはありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 21円65銭 25円38銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 503 590

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 503 590

普通株式の期中平均株式数（千株） 23,259 23,259

 
　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

平成26年11月13日開催の取締役会において、第62期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（１）中間配当額の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　162百万円

（２）１株当たり中間配当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ７円00銭

（３）支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　　　　　　　　　　平成26年12月３日

（注）平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

 

EDINET提出書類

エスペック株式会社(E02307)

四半期報告書

20/22



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月６日

エスペック株式会社

 取締役会　御中

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石黒　訓　　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森村　圭志　　 印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエスペック株式
会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平
成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財
務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ
シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エスペック株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状
態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな
いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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